












































の98.1% (95% CI: 90.2%-99.7%)､ Ⅱ期13-18歳群､ 30･49歳群､および50歳以上群の100.0%
であった｡ 1歳未満の年齢群を除いたすべての群に歩いて､ II期の方がI期よりも抗体保有率
は高値であり､特に1-2歳､ 3･6歳､ 7-12歳､ 13-18歳の4つの年齢群ではその違いが統計学
的に有意であった｡ Ⅱ期の結果から感受性者を推計すると､特に､水痘重症化のハイリスク群
とされる1歳未満児､および成人層(19-29歳群)ではそれぞれ約100万人の感受性者が未だ残
存していることが示唆された｡公費助成の実態に関しては､ 2009年現在で全国1,801市町村
特別区のうち27自治体(1.5%)が何らかの公費助成を実施しているに過ぎず､公費助成を実施
している自治体においても､定期接種と異なり､積極的な接種の推奨は実施されておらず､接
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種による効果の評価に関しても十分とは言えなかった｡
考察:統計学的有意差を認めた年齢群は､幼児から高校生の世代に該当し､それらに影響を与える
因子として､主に1)水痘ワクチンの導入､ 2)保育所利用児童数の増加と保育所の早期入所に
代表される子どもたちの社会的な生活環境の変化､の二つが考えられた｡現在の我が国におけ
る水痘ワクチンの接種率は､任意接種であるためにいまだ低く､水痘ワクチン導入後も､水痘
患者の発生状況に大きな変化は見られていない｡これは我が国においては､水痘ワクチンは公
衆衛生上､有効に活用されていないことを示していると考えられる｡我が国における2008年
度からの麻疹排除計画では､ MRワクチンの対象者を1歳児(第1期)､小学校就学前の1年
間(第2期)とし､昨年度の評価でそれぞれ90-95%程度の接種率を得ている｡自治体それぞ
れの取り組みのみに頼らずに水痘ワクチンの接種率をさらに上昇させ､それを維持するために､
加えて､予防接種で予防可能な水痘で死亡例や重症例を出さないためには､ MRワクチンと同
時に水痘ワクチンも接種する､あるいはMRVワクチンを開発･使用する等の接種体制を整え
た上で､速やかに水痘ワクチンを定期接種に導入することが必要不可欠であると考えられた｡
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【所定様式⑬No.1】大学院の課程による者(課程博)
審　査　結　果　の　要　旨
博士論文題名
所属専攻･分野名
水痕は､小児における予後良好な疾患と考えられているが､乳児や成人､免疫抑制状態にある者にお
いては重症化しやすく､時に致命的となることが知られている｡我が国において水痘は､感染症法に基づく感
染症発生動向調査にて五類感染症定点把握疾患に指定され､全国約3,000の小児科定点医療機関からの報告の
みで約25万人前後の症例が､毎年ほぼ同じ傾向で報告されている｡我が国で開発･実用化された水痘ワクチ
ンは､ 1987年に任意接種のワクチンとして導入された｡本研究は､ワクチン導入前と導入後の二つの期間に
採取された保存血清を用いて､水痘ワクチン導入の影響を評価し､近年の我が国における水痘に対する感受性
者の蓄積状況に関して併せて検討するとともに､水痘ワクチンの自治体における推進の実態を調査することに
ょって､今後の水痘流行阻止に向けたより具体的かつ有効な対策を提言することを目的としたものである｡
本研究では､国立感染症研究所が管理･運営する国内血清銀行から本研究目的で分与を受けた血清を
使用した｡ワクチン導入前1977-1981年(Ⅰ期)と､ワクチン導入後2001-2005年(Ⅱ期)の二つの期間において､
それぞれ828検体ずつ､合計1656検体について､ 8年齢群に分け､ EIA法で水痘帯状癌疹ウイルスに対する
抗体価を測定し､血清抗体保有率を算出し､上記二つの期間に関して比較するとともに､ Ⅱ期の結果と2003
年の国の人口推計より､感受性者人口を推計している｡また､全国47都道府県-の電話調査および市町村の
ホームページ閲覧により公費助成実施自治体を抽出し､公費助成実施自治体に対するインタビュー調査を実施
することにより､対象者や助成金額等､実施状況に関して詳細な聞き取りを行っている｡
その結果､ 1歳未満の年齢群を除いたすべての群において､ Ⅱ期の方がⅠ期よりも抗体保有率は高値
であり､特に幼児から高校生に相当する年齢群ではその違いが統計学的に有意であることが示唆された｡ Ⅱ期
の結果から感受性者を推計すると､特に､水痘重症化のハイリスク群とされる1歳未満児､および成人層(19-29
歳群)ではそれぞれ約100万人の感受性者が未だ残存していると推計された｡公費助成の実態に関しては､ 2009
年現在で全国1,801市町村特別区のうち27自治体(1.5%)が何らかの公費助成を実施しているに過ぎず､公費助
成を実施している自治体においても､定期接種と異なり､積極的な接種の推奨は実施されておらず､接種によ
る効果の評価に関しても十分とは言えないということが明らかとなった｡
統計学的有意差を認めた年齢群に影響を与える因子として､ I)水痘ワクチン導入､ 2)保育所利用児童
数の増加と保育所の早期入所に代表される子どもたちの社会的な生活環境の変化､の二つの影響に関して深く
考察するとともに､全国の自治体の現状を細かく分析している｡そして､現在の我が国における水痘ワクチン
の接種平や､水痘患者の発生状況等の現状を鑑み､ 2008年度より国をあげて開始された麻疹排除計画を例に
挙げて､本研究の目的に合致した具体的かつ現実的な水痘ワクチン定期接種導入の必要性に関連した提言を明
確に述べている｡
水痘ワクチンの導入に関連した､これほど大規模な血清疫学調査は我が国において過去に実施されていない｡
加えて､その提言は具体的かつ実現性に富むものであり､本研究では､我が国における水痘ワクチンの定期接種
導入に関して､学術的な側面のみならず公衆衛生的な側面においても､非常に重要かつ新たな知見を有している｡
事査の結果､本論文内容は十分学位に値することが確認された｡
よって,本論文は博士(医学)の学位論文として合格と欝める｡′
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